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第１回研究会の論点整理
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第１回研究会における委員からのご意見（要旨）①
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１ 研修の受講について

○ 組織が小さくなればなるほど、研修に職員を出すことが困難。

○ 日頃の業務や職員のキャリア形成の中で、研修をどのように位置づけるかが重要。

○ 研修に行かせる時間がないということに関しては、ｅラーニングが有効。一方で、時間外に受けざるを得ない状

況をつくってしまうと、時間外勤務を強いているようなことにもなりかねないので、受講するための配慮が必要。

２ 自治体の研修担当部署の人員について

○ 小規模な自治体だと、研修の他、給与などの担当も兼務しており、なかなか手が回らないのではないか。

○ 人事課は各部局からの増員要求を断っている立場であるため、自所属の人員を増やすことは示しがつかないと

いう話をよく聞く。

現状・課題

職員に対する研修が十分に実施できていない小規模自治体（町村、又は人口が町村と同規模（５万未満）の市）が多い

調査・研究内容

研修に関する全国調査を実施し、調査結果の分析等を通じて、小規模自治体の研修にかかる課題の解決に資する
方策を研究

第１回研究会でのご意見



第１回研究会における委員からのご意見（要旨）②
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３ 令和７年度人材育成等に関する調査について

○ 人事、研修、人材育成の担当業務をどのような体制でやっているかを調査した方が良いのではないか。

○ 人事評価項目になっているなど、仕組みとして受けさせるような形になっている自治体もあると思うので、な

かなか受けにくい、行きにくいという状況の中で、どうやって受講を促しているかを知りたい。

○ 研修を受けた後にそれを現場で実践する機会を付与しているかどうか、もっと言えば、それがその後の人事異

動とかキャリア形成につながっているのかというところを確認したい。

○ 研修の効果測定をどうしているのかというのを聞きたい。

○ 倍率が下がってきて前より公務員になりやすくなったので、その分、初任者研修を従前より工夫している事例

 などがわかるとよい。

第１回研究会でのご意見（続き）



研究内容と調査・研究の進め方

4

○調査結果の分析 ○団体へのヒアリング ○事例発表                  

等を通じて、調査・研究

人材育成等に関する調査（調査期間：7月15日（火）～8月1日（金）（都道府県・指定都市）・8月8日（金）（市区町村）

第１回研究会資料を
議論を踏まえて修正
（※朱書箇所）

研修の

実施状況

研修ニーズの

把握、受講促

進の取組、研修

の見直し状況

研修実施に

おける課題

広域的な

研修

【調査の体系】

①
現
状
・課
題
の
詳
細
を
調
査
、
②
取
組
事
例
、

③
各
団
体
の
ニ
ー
ズ
を
調
査

※

都
道
府
県
も
含
め
た
全
団
体
に
調
査

・課題の詳細（人員、予算、ノウハウ等の不足などを複数選択）
・特に課題と感じている点の具体的内容（自由記述）
・【取組事例】課題に対して、有効であった取組、工夫している点

・求められる職員像に向けて、十分な研修の実施ができているか
・研修担当部署の組織体制
・人材育成に係る予算の措置状況
・研修（階層別研修・特別研修）ごとの単独・広域実施の状況
・現状は未実施であるが、今後実施したい研修
・採用方法の多様化に伴い、見直した研修内容

・研修ニーズの把握方法（首長からの指示、職員からの要望、人事部局からの要請など）
・受講者評価を踏まえた見直しの実施状況
（研修内容、手法、講師選定、予算配分の見直しに活用しているか）
・研修を受講しやすくする仕組みとして取り組んでいる内容
・［受講者評価や見直しを実施していない場合］実施していない理由
・研修の効果発現のための仕組み（受講履歴に基づいた人事配置、成果発表会の実施など）

【調査項目（主なもの）】

・広域研修の開催・参加状況
・広域研修に参加する・しない理由（課題に対して有効か、ニーズを満たしているかを調査）
・広域研修実施の課題（人員・予算の不足、連携方法が分からない等の現状を調査）
・【取組事例】課題に対して、有効であった取組、工夫している点



研究会スケジュール
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研究会の内容

〇第１回（６月27日（金））

・研究会の概要説明

・人材育成等に関する調査における調査項目の検討

※調査については、第１回終了後に照会し、第２回までにとりまとめ

〇第２回（９月５日（金））

・調査結果の報告

・結果を踏まえた課題の整理、検討の方向性（論点）

〇第３回（10月下旬）

・取組事例（例：自団体での取組）の事例発表（２，３事例）

・事例発表を踏まえて、課題解決に資する方策を検討

〇第４回（12月中旬）

・取組事例（例：広域での取組）の事例発表（２，３事例）

・事例発表を踏まえて、課題解決に資する方策を検討

・これまでの研究会における議論の整理

〇第５回（２月下旬）

・報告書（案）について意見交換



人材育成等に関する調査の結果について
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※速報値（未回答団体・数値確認中の団体があるため、今後変動する可能性あり）



［団体数］

策定予定あり 策定予定なし
団体数(d) 団体数(e)

［46］ 46 ［100.0%］ 0 0 0 ［100.0%］ 0.0%
［19］ 19 ［100.0%］ 0 0 0 ［100.0%］ 0.0%

［1721］ 1,651 ［95.9%］ 70 18 52 ［95.7%］ 0.2%
特別区 ［23］ 23 ［100.0%］ 0 0 0 ［100.0%］ 0.0%

市（5万人以上） ［469］ 467 ［99.6%］ 2 1 1 ［99.6%］ 0.0%
市（5万人未満） ［303］ 296 ［97.7%］ 7 2 5 ［97.7%］ 0.0%

町 ［743］ 707 ［95.2%］ 36 12 24 ［94.8%］ 0.4%
村 ［183］ 158 ［86.3%］ 25 3 22 ［85.8%］ 0.5%

［1786］ 1,716 ［96.1%］ 70 18 52 ［95.9%］ 0.2%

都道府県

指定都市

市区町村計

全団体計

区分

人材育成基本方針
策定済団体数(b)

　未策定団体数
昨年度策定率

（ f ）

昨年度から
の増減
（ b - f ）(a) ［策定率(b/a*100)］ (C)

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

0 - 0 - 0 - 1 100.0% 3 60.0% 30 65.2%

0 - 0 - 0 - 1 100.0% 4 80.0% 40 87.0%

0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 0 -

0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 2 4.3%

0 - 0 - 0 - 1 - 5 - 46 -

①策定に必要な知見が不足している

②策定に着手したいが、マンパワーを割くことができない

③策定の必要性を感じていない

④その他

（参考）人材育成基本方針の策定予定がない団体数

市（5万未満） 町村市（5万以上）
理由

都道府県 指定都市 特別区

（１）人材育成基本方針の策定状況・今後の策定予定

（２）人材育成基本方針の策定予定がない理由 ※選択式、複数回答可

➢ ほとんどの団体が人材育成基本方針を策定しているが、小規模自治体になるほど策定率が低い。

（策定率は全体でＲ６年度比：０．２％上昇）

➢ 策定予定がない理由として、「策定に着手したいが、マンパワーを割くことができない」と回答した団体が８割以上と
なっており、「策定に必要な知見が不足している」と回答した団体が６割程度。

人材育成基本方針の策定・改正① 人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）
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今後さらに
改正予定

今後の
改正予定なし

改正予定 改正予定なし

［46］ 44 16 28 2 1 1 95.7% 95.7% 0.0%
［19］ 19 9 10 0 0 0 100.0% 95.0% 5.0%

［1651］ 1014 431 583 637 265 372 61.4% 58.3% 3.1%
特別区 ［23］ 20 10 10 3 2 1 87.0% 87.0% 0.0%

　市（5万人以上） ［467］ 396 200 196 71 53 18 84.8% 80.6% 4.2%
　市（5万人未満） ［296］ 190 92 98 106 66 40 64.2% 61.1% 3.1%

町 ［707］ 353 114 239 354 124 230 49.9% 47.2% 2.7%
村 ［158］ 55 15 40 103 20 83 34.8% 32.5% 2.3%

［1716］ 1,077 456 621 639 266 373 62.8% 59.8% 3.0%

市区町村

計

昨年度
改正率

（d）

昨年度から
の増減
［c - d ］

都道府県
指定都市

区分

［人材育成基
本方針策定済

み団体数］
(a)

改正している
（b）

改正していない
改正率

（ｃ）
［ b/a*100 ］

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

0 0.0% 0 - 0 0.0% 9 50.0% 16 40.0% 171 54.6%

0 0.0% 0 - 0 0.0% 8 44.4% 32 80.0% 221 70.6%

0 0.0% 0 - 0 0.0% 3 16.7% 1 2.5% 13 4.2%

0 0.0% 0 - 1 100.0% 1 5.6% 4 10.0% 29 9.3%

1 100.0% 0 - 0 0.0% 3 16.7% 1 2.5% 21 6.7%

1 - 0 - 1 - 18 - 40 - 313 -（参考）人材育成基本方針の改正予定がない団体数

理由
市（5万未満） 町村

⑤その他

市（5万以上）

①改正に必要な知見が不足している

②改正に着手したいが、マンパワーを割くことができない

③人材育成基本方針を策定したばかりである

④改正の必要性を感じていない

都道府県 指定都市 特別区

人材育成基本方針の策定・改正②

（３）人材育成基本方針の改正状況・今後の改正予定

（４）人材育成基本方針を改正していない団体で、改正を予定していない理由 ※選択式、複数回答可

➢ 人材育成基本方針策定済み団体のうち、未改正の団体が約４割となっており、小規模自治体ほど改正率が低い。

（改正率は、全体でＲ６年度比：3％上昇）

➢ 人材育成基本方針を改正していない団体で、改正を予定していない理由として、「策定に着手したいが、マンパワーを割
くことができない」や「改正に必要な知見が不足している」を挙げる団体が多くなっている。
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人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）



団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

35 76.1% 17 89.5% 18 78.3% 306 65.4% 112 37.0% 289 31.2%

11 23.9% 2 10.5% 5 21.7% 162 34.6% 191 63.0% 637 68.8%

町村

はい

いいえ

十分な研修を実施できていると
考えるか

都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（５万人未満）

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

12 26.1% 11 57.9% 4 17.4% 16 3.5% 4 1.4% 1 0.1%

33 71.7% 8 42.1% 17 73.9% 216 47.0% 33 11.2% 102 11.3%

0 0.0% 0 0.0% 1 4.3% 171 37.2% 102 34.7% 128 14.2%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 21 4.6% 44 15.0% 136 15.1%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 26 5.7% 106 36.1% 505 55.9%

1 2.2% 0 0.0% 1 4.3% 10 2.2% 5 1.7% 31 3.4%

総務担当課内（人事・給与兼務）

総務担当課内（人事・給与その他業務も兼務）

その他

人事担当課内（係独立）

人事担当課内（係兼務）

市（5万人以上） 市（5万人未満） 町村

研修担当課（課独立）

研修担当部署の体制
都道府県 指定都市 特別区

（１）現状、求められる職員像（またはそれに相当するもの）に向けて、十分な研修を実施できていると考えるか

研修の実施状況① 人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）
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➢ 小規模自治体ほど研修が十分に実施できていないと回答する割合が高い。

➢ 都道府県・指定都市は、ほとんどの団体で、独立した研修担当課を設置、または、担当係を設置

➢ 一方、小規模自治体では、独立した課・係を設置している団体は少数であり、８割以上の団体で人事担当課又は総務
担当課内で別業務と兼務

（2）研修担当部署の体制
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都道府県の回答数
43団体 31団体 42団体 46団体 12団体 20団体 39団体 44団体 20団体 40団体 44団体

全4６団体における割合 93.5% 67.4% 91.3% 100.0% 26.1% 43.5% 84.8% 95.7% 43.5% 87.0% 95.7%

指定都市の回答数
18団体 13団体 17団体 19団体 9団体 8団体 18団体 19団体 4団体 19団体 19団体

全19団体における割合 94.7% 68.4% 89.5% 100.0% 47.4% 42.1% 94.7% 100.0% 21.1% 100.0% 100.0%

5万以上の市区の回答数
408団体 84団体 137団体 467団体 267団体 238団体 376団体 341団体 50団体 257団体 408団体

全492団体における割合 82.9% 17.1% 27.8% 94.9% 54.3% 48.4% 76.4% 69.3% 10.2% 52.2% 82.9%

上記計 469団体 128団体 196団体 532団体 288団体 266団体 433団体 404団体 74団体 316団体 471団体

全557団体における割合（a） 84.2% 23.0% 35.2% 95.5% 51.7% 47.8% 77.7% 72.5% 13.3% 56.7% 84.6%

5万未満の市、町村の回答数
542団体 49団体 86団体 801団体 383団体 401団体 731団体 542団体 57団体 140団体 483団体

全1,228団体における割合(b) 44.1% 4.0% 7.0% 65.2% 31.2% 32.7% 59.5% 44.1% 4.6% 11.4% 39.3%

小規模自治体と
それ以外の団体との取組状況の比較
(b-a) ▲40.1% ▲19.0% ▲28.2% ▲30.3% ▲20.5% ▲15.1% ▲18.2% ▲28.4% ▲8.6% ▲45.3% ▲45.2%
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研修の実施状況②

➢ 全ての項目において、小規模自治体ほど実施できている割合が低い傾向。

➢ 特に小規模自治体が取り組めていない項目
・全国規模の研修機関への派遣研修 40.2％（都道府県・指定都市・５万人以上の市区：84.2％（▲40.1％））
・国や他の自治体への職員派遣 65.2％（ 〃 ：95.5％（▲30.3％））
・オンデマンド研修 44.1％（ 〃 ：72.5％（▲28.4％））

（３）各研修の取組状況

人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

※選択式、複数回答可
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研修の実施状況③ 人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

（参考）人材育成に関する予算の状況（令和７年度当初予算）

※1 「人材育成に関する予算」は、首長部局職員を対象とした研修の実施、研修所の運営、自主研究・資格取得活動支援、e-ラーニン
グ導入・運営等、首長部局職員の外部研修受講費・旅費等の総額（ただし、人件費は除く）を団体規模ごとに平均した額

※2 職員数は、令和６年地方公共団体定員管理調査における一般行政の職員数を適用し、団体規模ごとに平均した人数

人材育成に関する
予算額

職員数
１人あたりの
予算額

人材育成に関する
予算額

職員数
１人あたりの
予算額

人材育成に関する
予算額

職員数
１人あたりの
予算額

110,753千円 5,107人 21.7千円 53,096千円 6,373人 8.3千円 36,176千円 2,439人 14.8千円

都道府県 指定都市 特別区

令和７年度

人材育成に関する
予算額

職員数
１人あたりの
予算額

人材育成に関する
予算額

職員数
１人あたりの
予算額

人材育成に関する
予算額

職員数
１人あたりの
予算額

9,934千円 729人 13.6千円 4,043千円 257人 15.7千円 1,898千円 101人 18.8千円令和７年度

市（5万人以上） 市（5万人未満） 町村



団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

13 28.3% 8 42.1% 9 39.1% 151 32.3% 82 27.2% 291 32.0%

16 34.8% 10 52.6% 10 43.5% 206 44.0% 119 39.4% 314 34.5%

39 84.8% 15 78.9% 19 82.6% 353 75.4% 215 71.2% 540 59.4%

31 67.4% 9 47.4% 9 39.1% 207 44.2% 123 40.7% 340 37.4%

5 10.9% 3 15.8% 3 13.0% 42 9.0% 20 6.6% 21 2.3%

1 2.2% 0 0.0% 2 8.7% 26 5.6% 32 10.6% 200 22.0%特にニーズの把握はしていない

町村

首長からの指示・意見により把握

各部署の所属長からの要請により把握

職員からの要望により把握

人事担当課・人事委員会からの要請により把握

その他

ニーズの把握方法
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（5万人未満）

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

6 13.0% 1 5.3% 0 0.0% 17 3.6% 16 5.3% 46 5.0%

45 97.8% 18 94.7% 21 95.5% 426 91.0% 248 81.8% 603 65.5%

11 23.9% 2 10.5% 7 31.8% 135 28.8% 102 33.7% 406 44.1%

0 0.0% 1 5.3% 1 4.5% 28 6.0% 30 9.9% 170 18.5%

町村

本人または管理職の人事評価項目に設定

受講対象者の所属長へ通知

過去の担当者の履歴等に基づき個別案内

特になし

市（5万人以上） 市（5万人未満）
受講促進の取組

都道府県 指定都市 特別区

研修ニーズの把握、受講促進の取組、研修の見直し状況①

（１）研修ニーズの把握方法

（２）研修の受講促進の取組

➢ 団体規模に関わらず、「受講者対象者の所属長へ通知」を実施している割合が最も高くなっているが、小規模自治体ほ
ど実施率が低い傾向にある。

➢ また、小規模自治体ほど、受講促進の取組について、「特になし」という団体の割合が高くなっている。
12

人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

※選択式、複数回答可

➢ 団体規模に関わらず「職員からの要望により把握」の割合が最も高い。次いで、「人事課・人事委員会からの要請により
把握」、「首長からの指示・意見により把握」、「所属長からの要請により把握」の割合が高い。

➢ 小規模自治体では、他の団体区分と比べ、「職員からの要望により把握」の項目の実施率が低い傾向。また、小規模自治体
ほど、「特にニーズの把握はしていない」の割合が高い。

※選択式、主なものを３つまで選択



団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

6 13.0% 2 10.5% 0 0.0% 43 9.2% 55 18.3% 73 7.9%

18 39.1% 8 42.1% 5 22.7% 62 13.3% 17 5.7% 46 5.0%

13 28.3% 6 31.6% 6 27.3% 100 21.5% 42 14.0% 83 9.0%

6 13.0% 5 26.3% 4 18.2% 59 12.7% 19 6.3% 43 4.7%

11 23.9% 5 26.3% 11 50.0% 244 52.4% 188 62.7% 704 76.2%

町村

受講履歴に基づいた人事配置の実施

職務に活かせているかの
フォローアップ調査

成果発表会の実施

その他

特になし

成果の活用・フォローアップ
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（5万人未満）

研修ニーズの把握、受講促進の取組、研修の見直し状況②

（３）研修について、受講者から評価の聴取・見直しへの活用

（４）研修実施後の成果の活用・フォローアップ

13

人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

※選択式、複数回答可

※選択式、複数回答可

➢ 小規模自治体では、全ての項目で実施している割合が低く、また、「特に聴取・活用していない」の割合が高くなっている。

➢ 小規模自治体では、多くの項目で実施している割合が低く、また、研修実施後のフォローアップの取組等について、「特になし」
の割合が高くなっている。

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

46 100.0% 19 100.0% 23 100.0% 444 94.9% 268 88.4% 616 66.6%

43 93.5% 18 94.7% 22 95.7% 322 68.8% 171 56.4% 352 38.1%

41 89.1% 15 78.9% 19 82.6% 313 66.9% 130 42.9% 253 27.4%

16 34.8% 5 26.3% 9 39.1% 84 17.9% 44 14.5% 124 13.4%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 0.9% 4 1.3% 29 3.1%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 1.3% 8 2.6% 127 13.7%特に聴取・活用していない

町村

内容の改善

手法の改善

講師選定における改善

予算配分・執行の改善

その他

評価の聴取・見直しへの活用
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（5万人未満）



研修実施における課題①

➢ 小規模自治体では、研修対象者の所属における研修期間中のフォローアップ体制の確保」「研修担当側（研修担当所属）の人

員不足」といった人員不足に起因する課題の割合が最も高く、次いで「研修内容の検討が困難」、「職員研修にかかる予算確

保が困難」の割合が高い。

➢ 小規模自治体において、研修を十分に実施できていると回答した団体と比べ、研修を十分に実施できていないと回答し

た団体の方が、多くの項目で課題と感じている割合が高い。

14

人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

（1）研修実施における課題 ※選択式、複数回答可

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

14 40.0% 5 29.4% 8 44.4% 150 49.0% 52 46.8% 101 34.9%

9 81.8% 1 50.0% 2 40.0% 86 53.1% 82 42.9% 267 42.0%

9 25.7% 5 29.4% 9 50.0% 89 29.1% 41 36.9% 86 29.8%

7 63.6% 1 50.0% 2 40.0% 78 48.1% 107 56.0% 327 51.5%

11 31.4% 9 52.9% 8 44.4% 130 42.5% 42 37.8% 95 32.9%

7 63.6% 0 0.0% 3 60.0% 90 55.6% 97 50.8% 252 39.7%

15 42.9% 5 29.4% 7 38.9% 94 30.7% 28 25.2% 50 17.3%

7 63.6% 0 0.0% 3 60.0% 51 31.5% 53 27.7% 150 23.6%

13 37.1% 5 29.4% 2 11.1% 122 39.9% 30 27.0% 58 20.1%

10 90.9% 1 50.0% 1 20.0% 88 54.3% 85 44.5% 144 22.7%

7 20.0% 6 35.3% 2 11.1% 36 11.8% 7 6.3% 31 10.7%

4 36.4% 0 0.0% 3 60.0% 26 16.0% 23 12.0% 58 9.1%

11 31.4% 3 17.6% 0 0.0% 39 12.7% 8 7.2% 16 5.5%

2 18.2% 0 0.0% 4 80.0% 23 14.2% 24 12.6% 47 7.4%

4 11.4% 4 23.5% 3 16.7% 43 14.1% 17 15.3% 84 29.1%

0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 3 1.9% 9 4.7% 89 14.0%

他自治体、外部機関、民間が実施している
研修情報の収集が困難

その他

特になし

町村

研修対象者の所属における研修期間中の
フォロー体制の確保

研修担当側（研修担当所属）の人員不足

職員研修にかかる予算確保が困難

実施すべき研修内容の検討が困難

研修内容に沿った講師の選定が困難

課題と感じたこと
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（5万人未満）

（上段は研修が十分に「実施できている」、下段は「実施できていない」と回答のあった団体）

※割合…それぞれの団体区分における研修が十分に「実施できている」・「実施できていない」別に占める課題の割合



団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

4 12.9% 2 15.4% 6 40.0% 75 28.5% 33 35.5% 60 29.4%

3 27.3% 0 0.0% 0 0.0% 44 27.7% 38 20.9% 142 25.9%

2 6.5% 0 0.0% 6 40.0% 18 6.8% 16 17.2% 44 21.6%

1 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 23 14.5% 47 25.8% 193 35.2%

5 16.1% 3 23.1% 3 20.0% 54 20.5% 17 18.3% 38 18.6%

3 27.3% 0 0.0% 1 20.0% 31 19.5% 35 19.2% 78 14.2%

3 9.7% 1 7.7% 0 0.0% 20 7.6% 10 10.8% 9 4.4%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 1.3% 6 3.3% 27 4.9%

8 25.8% 4 30.8% 0 0.0% 67 25.5% 10 10.8% 30 14.7%

2 18.2% 1 100.0% 0 0.0% 42 26.4% 34 18.7% 63 11.5%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 2.3% 0 0.0% 6 2.9%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 1.6% 6 1.1%

9 29.0% 3 23.1% 0 0.0% 23 8.7% 7 7.5% 17 8.3%

2 18.2% 0 0.0% 4 80.0% 15 9.4% 19 10.4% 37 6.8%

研修内容に沿った講師の選定が困難

職員研修にかかる予算確保が困難

他自治体、外部機関、民間が実施している研修情報の収集が困難

その他

市（5万人以上） 市（5万人未満） 町村

研修対象者の所属における研修期間中のフォロー体制の確保

研修担当側（研修担当所属）の人員不足

実施すべき研修内容の検討が困難

最も課題であると感じたこと
都道府県 指定都市 特別区

研修実施における課題②

➢ 最も課題と感じている点について、研修を十分に実施できていないと回答した小規模自治体では、研修を十分に実施できて

いると回答した小規模自治体に比べて、「研修担当側（研修担当所属）の人員不足」の割合が高くなっている。

➢ 一方、 研修を十分に実施できていると回答した小規模自治体でも、「研修対象者の所属における研修期間中のフォローアッ

プ体制の確保」に課題を感じている団体の割合が高くなっている。
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人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

（2）（1）のうち、最も課題と感じている点

※割合…それぞれの団体区分における研修が十分に「実施できている」・「実施できていない」別に占める課題の割合 （ （1）で「特になし」の団体を除く ）

（上段は研修が十分に「実施できている」、下段は「実施できていない」と回答のあった団体）



［団体数］

【主催団体】
都道府県

【主催団体】
市区町村

【主催団体】
一部事務組合、
広域連合

【主催団体】
その他

［46］ 35 ［76.1%］ 34 ［73.9%］ 9 5 12 15

［19］ 11 ［57.9%］ 17 ［89.5%］ 7 4 7 3

［1720］ 254 ［14.8%］ 1,621 ［94.2%］ 831 685 583 510

特別区 ［23］ 4 ［17.4%］ 22 ［95.7%］ 5 8 13 8

市（5万人以上） ［469］ 155 ［33.0%］ 442 ［94.2%］ 238 198 148 155

市（５万人未満） ［303］ 42 ［13.9%］ 285 ［94.1%］ 163 102 100 90

町 ［743］ 45 ［6.1%］ 708 ［95.3%］ 336 315 234 230

村 ［182］ 8 ［4.4%］ 164 ［90.1%］ 89 62 88 27

［1785］ 300 ［16.8%］ 1,672 ［93.7%］ 847 694 602 528

都道府県

指定都市

市区町村計

全団体計

区分

開催している(b) 参加している（c）

［開催率（b/a*100）］ ［参加率（c/a*100）］

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

1 9.1% 2 25.0% 7 36.8% 174 55.6% 160 61.3% 620 71.1%

1 9.1% 3 37.5% 5 26.3% 119 38.0% 89 34.1% 218 25.0%

0 0.0% 1 12.5% 3 15.8% 46 14.7% 21 8.0% 107 12.3%

8 72.7% 5 62.5% 9 47.4% 177 56.5% 143 54.8% 401 46.0%

2 18.2% 0 0.0% 3 15.8% 41 13.1% 41 15.7% 115 13.2%

2 18.2% 2 25.0% 7 36.8% 42 13.4% 33 12.6% 58 6.7%その他

町村

研修担当所属の人員不足

予算が確保できない

設備が整っていない

ニーズ把握ができていない

他自治体との連携の仕方がわからない

広域的な研修開催にあたる課題
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（５万人未満）

広域的な研修①

➢ 都道府県において、広域的な研修を開催していると回答した団体は７割程度。

➢ 市区町村において、広域的な研修に参加していると回答した団体が９割程度。

➢ 広域的な研修を開催するにあたり課題となる事項については、都道府県・指定都市は「ニーズが把握できていない」が最も
多いが、小規模自治体（市町村間での共同実施を想定）は「担当所属の人員不足」が最も大きな要因となっている。
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人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

（１）広域研修の開催・参加状況

（２）「開催していない」と回答した団体について、課題となる事項 ※選択式、複数回答可



団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

40 87.0% 17 89.5% 23 100.0% 443 94.9% 289 95.4% 902 97.6%

6 13.0% 2 10.5% 0 0.0% 24 5.1% 14 4.6% 22 2.4%

市（５万人未満） 町村

はい

いいえ

広域的に研修を実施する
必要性があると思うか

都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上）

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

12 30.0% 1 5.9% 9 39.1% 268 60.5% 222 76.8% 679 75.4%

17 42.5% 9 52.9% 22 95.7% 275 62.1% 197 68.2% 572 63.5%

38 95.0% 13 76.5% 19 82.6% 315 71.1% 209 72.3% 537 59.6%

1 2.5% 1 5.9% 2 8.7% 13 2.9% 6 2.1% 11 1.2%

町村

階層別研修（新規採用研修・主任者等研修など）

職種別研修（土木職向け、福祉職向け研修など）

特別研修（政策能力向上研修、統計データ研修など）

その他

特にどのような研修で実施すべきか
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（５万人未満）

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

32 80.0% 15 88.2% 15 65.2% 327 73.8% 198 68.5% 628 69.6%

23 57.5% 13 76.5% 17 73.9% 335 75.6% 212 73.4% 610 67.6%

23 57.5% 7 41.2% 16 69.6% 283 63.9% 200 69.2% 521 57.8%

20 50.0% 7 41.2% 14 60.9% 226 51.0% 185 64.0% 539 59.8%

13 32.5% 9 52.9% 19 82.6% 224 50.6% 161 55.7% 530 58.8%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 1.1% 3 1.0% 9 1.0%その他

町村

他自治体との連携

人的交流

予算抑制

事務的負担の軽減

高度な知識・内容

広域的な研修を必要とする理由
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（５万人未満）

広域的な研修②

➢ 団体規模を問わず、広域的な研修を必要と回答している割合が高いが、都道府県・指定都市と比べて、小規模自治体の方が、
広域研修が必要と回答している割合が高い傾向にある。

➢ 必要とする理由は、団体規模を問わず「他自治体との連携」「人的交流」「予算抑制」「事務的負担の軽減」の割合が高く、
特に「事務的負担の軽減」は小規模自治体ほど割合が高い傾向にある。

➢ 都道府県・指定都市・特別区は広域的に実施するべき研修として「特別研修」の割合が高い一方、市町村は階層別研修、
職種別研修、特別研修問わず実施するべきと回答しており、特に、階層別研修の割合が最も高い。 17

人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

（４）特にどのような研修を広域的に実施するべきか

（３）広域的な研修の必要性とその理由

※選択式、複数回答可

※選択式、複数回答可



団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

2 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 7 25.9% 2 11.1% 27 50.9%

7 58.3% 1 50.0% 0 0.0% 14 51.9% 7 38.9% 28 52.8%

2 16.7% 1 50.0% 1 100.0% 6 22.2% 2 11.1% 5 9.4%

4 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 6 22.2% 7 38.9% 22 41.5%

2 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 3 11.1% 6 33.3% 3 5.7%その他

広域的な研修が実施されていない

町村

職員の時間を確保できない

予算が確保できない

広域的な研修についての情報を得ることができない

広域的な研修に参加しない理由
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上） 市（５万人未満）

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

10 29.4% 6 35.3% 14 63.6% 270 61.2% 212 74.4% 517 59.4%

17 50.0% 7 41.2% 15 68.2% 294 66.7% 219 76.8% 640 73.5%

24 70.6% 13 76.5% 19 86.4% 374 84.8% 240 84.2% 674 77.4%

14 41.2% 11 64.7% 18 81.8% 268 60.8% 183 64.2% 563 64.6%

16 47.1% 9 52.9% 12 54.5% 238 54.0% 151 53.0% 406 46.6%

1 2.9% 1 5.9% 1 4.5% 7 1.6% 2 0.7% 5 0.6%

高度で幅広い知識の獲得

他自治体との連携

その他

市（５万人未満） 町村

支出を抑えられる

事務的負担の軽減

人事的な交流

広域的な研修に参加している理由
都道府県 指定都市 特別区 市（5万人以上）

広域的な研修③

➢ 広域的な研修に参加する理由について、団体規模を問わず「人事的な交流」と回答した割合が高いが、小規模自治体では

「支出を抑えられる」、「事務的負担の軽減」の割合が高くなっている。

➢ 広域的な研修に参加しない理由について、小規模自治体では「広域的な研修が実施されていない」、「情報を得ることがで

きない」の割合が高くなっている。

18

人材育成等に関する
調査結果（R7.4.1時点）

（５）広域的な研修に参加している理由

（６）広域的な研修に参加していない理由

※選択式、複数回答可

※選択式、複数回答可



課題と検討の方向性について（論点）
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小規模自治体の研修における課題の整理

20

企画 ・

立案の

難しさ

人員の

不 足

課

題

予算の

不 足

受講者が所属す
る部署における
課題

研修担当所属

（人事課等）に

おける課題

〇職員が少なく、代替できる者がいないため、研修を受講させること

が困難（特に、窓口業務の部署や繁忙な所属では研修を受講させる

ことが困難）

〇担当職員が少ないため、職員研修の実施が困難

（担当者が１名のみ など）

〇研修担当が専任ではなく、他業務と兼務しているため、職員研修の

実施が困難（総務課長等が他業務と兼務）

〇各課に人員削減を依頼しているため、人事担当課の増員は困難

〇実施すべき研修テーマ・内容の把握が困難

〇研修テーマ・内容に応じた講師の選定が困難

〇広域研修において、市町村の研修ニーズの把握が困難、また、研修情報の周知が不足

〇財政状況が厳しいため、職員研修にかかる予算の確保が困難

（予算のシーリング削減があれば、研修費用の減額も必要。また、新たな研修にかかる予

算の確保も困難）

その他 受講後の効果測定が困難、会場の確保が困難、職員の受講意欲の低さなど

○ 調査結果をもとに、小規模自治体の研修における課題を以下のとおり類型化。

    ※人材育成等に関する調査における回答（自由記述を含む）を踏まえた整理



今後の検討の方向性について（論点）①
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１ 受講者が所属する部署への対応

○ 繁忙などの理由により、所属が職員を研修に行かせにくい、職員が研修に行きにくい

状況が見受けられるが、研修を受講しやすい環境整備や職員の意欲向上のために、どの

ような取組ができるか。

○ 例えば、所属や職員への研修受講の意識づけを行うなどの取組が必要でないか。

○ また、職員が研修を受講しやすくするためにどうしたらよいか。時間や場所に拘束さ

れない研修の実施など工夫できることはないか。

○ 代替職員の配置などが課題に挙げられるが、研修に行く職員の業務補完を小規模自

治体においてどのように行っていくか。

自団体での取組み

〇 小規模自治体は人員・予算といったリソースに限りがあり、自団体のみでは課題へ

の対応が困難な面も生ずることも想定されることから、自団体で実施可能な取組を

行うことに加えて、広域的な連携体制を構築し、課題に対応することも必要ではないか。



今後の検討の方向性について（論点）②
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２ 研修担当所属（人事課等）への対応（人員不足、企画・立案の難しさへの対応）

○ 研修担当の体制強化は効果的と思われるが、小規模自治体においてどのように取り

組んでいくか。

○ 人員不足などの理由により研修担当の体制強化が困難である場合には、外部講師や

民間の研修プログラムの活用、広域での研修など、研修の企画・立案にかかる負担が軽

減できる取組が考えられないか。

３ 予算不足への対応

○ 限られた予算の中で効果的に研修を実施するにはどうしたらよいか。例えば、研修の

スクラップ＆ビルドはもとより、財政支援制度の活用や講師の内製化など、研修経費の

節減に向けた取組が考えられるのではないか。

○ 予算の確保に向け、研修の効果をどう説明できるか。

４ その他の論点

〇 職員研修の推進や人員不足・予算不足等の各課題に解決するためには、トップ層の関

与のもと全庁的な推進体制を構築して、対応することが必要ではないか。

○ 研修の効果をどのように確認し、研修で得た知識をどのように活かしていくか。

○ 研修効果を高めるため、研修ニーズの把握や受講者評価等による研修の見直しなどが

必要ではないか。



今後の検討の方向性について（論点）③
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広域での取組み

１ 都道府県が実施する広域研修

○ 課題に対して有効な取組と考えられるため、どのようにして取組の機運を高めてい

くか。都道府県・市町村双方にメリットがあり、かつ事務負担・費用負担を軽減できる仕

組みづくりができないか。

○ また、実施に当たっては、市町村のニーズの把握などにより研修効果を高めるととも

  に、オンライン研修の実施など、受講者の負担軽減を図る必要があるのではないか。

２ 複数市町村による広域研修

〇 市町村で共通する課題などについて、複数市町村が共同で研修を実施することが有

効と考えられるが、どのようにして取組の機運を高めていくか。

○ 複数の団体で連携して企画・運営する仕組みをどう作るか。事務負担・費用負担を軽

減できる仕組みづくりが必要ではないか。
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